二重責任の原則再考 by 朴 大栄
Ⅰ は じ め に
国際会計士連盟 (International Federation of Accountants : IFAC) の国際監査・保証基準審







ISA700：｢財務諸表に対する意見の形成と監査報告 (Forming an Opinion and Reporting on
Financial Statements)」
ISA705：｢独立監査人の監査報告書における監査意見の修正 (Modifications to the Opinion
in the Independent Auditor’s Report)」
ISA706：｢独立監査人の監査報告書における強調事項区分とその他の事項区分 (Emphasis
of Matter Paragraphs and Other Matter Paragraphs in the Independent Auditor’s
Report)」
ISA570：｢継続企業 (Going Concern)」
ISA260：｢統治責任者とのコミュニケーション (Communication with Those Charged with
Governance)」
ISA7202)：｢その他の記載内容に対する監査人の責任 (The Auditor’s Responsibilities Relat-
ing to Other Information)」
これらの改訂に加えて, 新たな基準として ISA701「独立監査人の監査報告書における監





2) ISA720については, 2014年12月開催の IAASB総会で承認されたが, 正式手続きを経て本年 4月に
公表の予定である。
















KAMの記載は, 補足的説明事項, 特記事項, 追記情報などと形を変えこそすれ, 監査報
告書の情報提供機能を拡大させてきた流れと相通じるものがある。しかし, 監査報告書の情
報化を指向する時につねに立ちはだかってきたのが, 監査の根本原則のひとつとして取り上













3) アメリカの公開会社会計監督委員会 (Public Company Accounting Oversight Board : PCAOB) も,
2010年以降, 監査報告書記載内容に関する利用者のニーズ調査を行ってきた。調査の結果, 監査報告
書には利用者にとって有用な情報が記載されていないという不満があり, その回答として, IAASB
と同様, Critical Audit Matters (CAM) の記載を提案し, 監査報告書の長文化を指向している。
4) 財務諸表利用者として「株主・投資者」という言葉を使用するのは, 財務諸表が, 一方では株主に
対する経営者の受託責任解除のための会計責任報告書の性格をもつとともに, 他方では, 投資者の投
資意思決定情報の提供といった一面も共有するからである。実際, 企業が公表するアニュアルリポー
















ここに, 二重責任の原則は, 監査人が表明する監査意見にとどまらず, 監査報告書に記載
される補足的・追加的記載事項すべてに関わる原則と考えざるを得ず, この観点から改めて
監査論上の意義を再検討する必要性が高まっている。

























諸表の作成に関しては経営者 (依頼人・被監査人) が責任を有し, 財務諸表に対する意見





えるにもかかわらず, 何故, 責任区分 (分担) の原則と言わず, 言い換えれば, division of





特定の客観的事実の存否 (それ自体) に関する責任は, 監査を担当した監査人ではなくて,
財務諸表を作成した経営者が負うべきものである。かように財務諸表の作成については経
営者が, それに関する意見の表明については監査人が, それぞれ責任を分担する制度を一
般に「二重責任の制度」(system of dual responsibility) という。(二重責任の制度は, 今
日の株式会社会計制度を支える重要な基盤である｡)
財務諸表については経営者が, 監査報告書については監査人がそれぞれ責任を分担する
やり方を財務諸表に対する「二重責任制度｣7) (Dual Responsibility) と呼んでいる。
5) 日下部與市 [1962] 6 頁。() 内は日下部與市 [1975] 7 8 頁でつけ加えられた文章。日下部は,
『会計監査詳説』を初めて世に問うた1962年に先立つ1960年にも「二重責任の制度」として, ほぼ同
じ解説と定義を行っている。(日下部與市 [1960] 74頁)










周知のように, 1950年 3 月, 証券取引法改正により財務諸表監査制度が誕生した。これに
ともない, 日本最初の監査基準が, 当時の経済安定本部・企業会計審議会によって同年 7月
に設定された。






















9) 岩田は, ８つの1950年監査一般基準のうち, 前半の一から四と後半の五から八は異なる意味をもつ
と解説する。すなわち, 前半は監査一般基準の本来の設定目的である監査人の主体的条件を定める基
準 (監査人の資格・条件, 公正不偏性, 正当注意, 秘密保持) であり, 後者は「監査の意義, 効果ま






























佐藤は, 1948年『監査報告』(太平社), 1949年『監査基準』(太平社), 1953年『現代監
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10) 日本初の監査基準は1950年 7 月に設定された｡ 2 カ月前の 5月19日には, 日本会計研究学会第 9回
大会 (日本大学) が開催され,「監査基準」と題する円卓討論会が実施された。岩田巌が司会を担当
し, 平井泰太郎, 久保田音二郎, 江村稔, 佐藤孝一をはじめ, 当時の錚々たる会計・監査学者が集まっ
て, 監査基準 (案) について意見を交わした速記録がある (日本会計研究学会 [1950])。そこでは監
査人と経営者との責任の区分, 特に二重責任についての記録はなく, 監査一般基準のこの規定が啓蒙
的・教育的なものであるとの指摘がなされているのみであった。
11) 久保田音二郎 [1951] 102頁｡
12) 江村稔 [1955] 224頁。
13) 渡邊實 [1960] 105頁｡














右の條項 (監査基準一般基準第六：筆者) は, 監査人の財務諸表に對する責任の限界を
簡潔且つ明快に規定したものであるが, …右の條項について岩田教授は次の如く説明され





右の文言 (監査基準一般基準第六：筆者) は, 財務諸表監査における監査人の負うべき
責務の限界の一面を, 簡潔且つ明快に表現したものであり, 又財務諸表に対するいわゆる
「二重責任制度」(Dual Responsibility) について述べたものであって…






財務諸表については, 経営者が監査報告書については, 監査人が, 夫々責任を分担する
二重責任の制度によって, 財務諸表に対する信頼性を確保せんとするのが, 職業監査人に
14) 佐藤孝一 [1953] 243 244頁。
15) 佐藤孝一 [1957] 114 115頁。



























原因となる不正を発見する姿勢の強化, ゴーイング・コンサーン (継続企業の前提) 問題へ
の対処, リスク・アプローチの徹底, 新たな会計基準への対応及び監査報告書の充実を図る
ことを改訂の重要なポイントとし」(2002年監査基準前文「監査基準の改訂について」2002
年 1 月25日企業会計審議会) た監査基準の全面的見直しが行われることとなった。さらに,
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よる監査制度の特徴である。
17) 1956年監査基準改訂では, 注 9で記載したように, 二重責任に関する記載を含めて, 監査一般基準
の六から八の４つの啓蒙的規定もすべて廃止された。
前文は, 本改訂の目的について,「単に我が国の公認会計士監査の最大公約数的な実務を基















についても, これまでの範囲区分と意見区分の 2区分・2パラグラフから, 範囲区分を監査














を埋めるための監査報告書の情報化 (追記情報の記載) と, それにともなう, 監査人の責任
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されてきたのであろうか。また, 日本のテキストにある “principle (system) of dual responsi-
bility” という用語についてはどうであろうか。
アメリカでベストセラーとなった監査論テキストのひとつはミシガン州立大学 Arens 教
授の “Auditing : An Integrated Approach”19) である。このテキストは2003年発刊の第 9版から




STANDARD UNQUALIFIED AUDIT REPORT
……
2. Introductory paragraph. …
Third, the introductory paragraph states that the statements are the responsibility of man-
agement and that the auditor’s responsibility is to express an opinion on the statements based
on an audit. The purpose of these statements is to communicate that management is responsi-
ble for selecting the appropriate accounting principles and making the measurement decisions
and disclosures in applying those principles and to clarify the respective roles of management
19) Arens et al. [1976] [1999 : 8thed.].
20) Arens et al. [2013]. Arens はアメリカ会計学会 (AAA) 元会長でもあるが, 2010年に逝去している。
21) Arens et al. [2012 : 14thed] p. 66.




の原則」(principle of dual responsibility) と呼ぶというように, とりわけて基本的な財務諸
表監査上の概念として扱われているわけではない。
いわゆる二重責任に関する記載は,他のテキスト等でもほぼ同じ扱いである｡ “dual respon-
sibility” といった用語はいずれのテキストにも記載されておらず, ましてや, 日本のように,
索引 (index) などにおいて取り上げられているわけではない22)。
アメリカの監査基準が, 監査報告書でいわゆる二重責任の原則の記載を要求したのは,
1988年の監査基準報告書 (SAS: Statements on Auditing Standards) 第58号からである。一方,




アメリカで最も古くから公刊されていた監査論テキストの代表は Robert H. Montgomery
の “Auditing theory and practice”23)である｡ 本書は,Montgomeryの晩年以降, “Montgomery’s
Auditing” とタイトルを変更して第12版 (1998年発刊) まで重ねている。






STANDARDS OF REPORTING.－The primary responsibility for reporting on financial posi-
tion and results of operations of a business concern rests with its management. Such reports
of management are called financial statements, and usually include a balance sheet and state-
ments of income and surplus. The auditor’s report is the medium through which he expresses
his opinion on financial statements prepared by management, based on his examination of such
statements through auditing procedures.




24) Lenhart et al. [1957] p. 13.
る解説を行っている。しかし, それが財務諸表監査の根幹をなす概念であるとか,「二重責
任の原則」といった固有名称を与えられているわけでもない。




する監査意見にあることは, 会計士団体も SECもニューヨーク証券取引所も, いずれもが
認めている事実である」と主張する。さらに続けて,「経営者が財務諸表に第一次責任を負
い, 監査人がそれをチェックすることは, 財務諸表に二重 (double) のチェックがほどこさ
れ, 二重 (double) の責任が重なることとなる。…したがって, この二重責任の概念 (con-
cept of dual responsibility) は明らかに公共の利益に適うものである」と。
すなわち, 当時のアメリカでは, 会計士が実質的に財務諸表を作成することあるいは強く
財務諸表作成に関して助言・勧告を行うこと (助言・勧告の重要性については当然現在も同















25) EDITORIAL [1940] pp. 338 339.
26) 先に, 二重責任・“dual responsibility” という用語は岩田が最初に使用したのではないかと指摘し
た。岩田が同様のタイトルのもとでこの論説に触れていることから, “dual responsibility” の出典は
この論説であろうと推測される。ただ, この論説がいう “dual responsibility” は, 財務諸表の作成と
監査意見の表明における責任区分を意味するものではなく, 第一次責任は経営者にあるものの, 財務
諸表の作成に監査人もかかわることを “dual responsibility” と呼んでいることに注意すべきである。
したがって, 財務諸表監査の基礎概念として説明される責任区分について, 二重責任・“dual respon-




アメリカで最初の監査基準 (一般に認められた監査基準) が設定されたのは, 1938年に発
覚したマッケソン・ロビンス (McKesson & Robbins) 会社事件を契機とするものである。こ
の事件の発覚後, アメリカ証券取引委員会 (Securities and Exchange Commission: SEC) の
要求により, アメリカ会計士協会 (American Institute of Accountants : AIA) の監査手続委員
会 (Committee on Auditing Procedure) が1947年に発表した「監査基準試案－その一般に認
められた意義と範囲 (Tentative Statement of Auditing Standards ; Their Generally Accepted
Significance and Scope)」がそれであった。1954年には, 意見差控報告書の採用による報告
基準の第 4を加えた「一般に認められた監査基準－意義と範囲 (Generally Accepted Auditing





加えて, 実務上の解釈指針としての監査手続書 (Statements on Auditing Procedure ; SAP),





監査における統一性を求めて, AIA が1917年に作成した「貸借対照表監査覚書 (A
Memorandum on Balance-Sheet Audits)｣, ならびに, 連邦準備制度理事会 (Federal Reserve
Board ; FRB) が配布した「覚書」の写し,「統一会計－連邦準備制度理事会試案 (Uniform







27) アメリカにおける監査報告書標準様式の変遷については, 拙稿 [1978] 95 106頁, 拙稿 [1982] 49 
63頁を参照されたい。
28) Steele [1962] p.10.




その後, ウルトラマーレス (Ultramares) 事件の判決 (1931年) にともない, 第三者責任











士による財務諸表の監査(Examination of Financial Statements by Independent Public Account-
ants)｣, SAP第 1号 (Extensions of Auditing Procedure : 1939年)32) における部分改訂を経て,














30) Cochrane [1952] pp. 73 74 ; 森実 [1970] 26 29頁。
31) 監査報告書の内容については, Steele [1962] p. 98を参照されたい。
32) Committee on Auditing Procedure [1939].
33) Committee on Auditing Procedure [1948] p. 390.
34) Committee on Auditing Procedure [1972] p. 69.










解釈指針である SAS では, 責任区分の原則について, 日本の1950年監査基準におけると同
様の記載が含まれている。
アメリカの監査報告書標準様式が大きく変わったのは, SAP第24号の発表から40年を経
た1988年の監査基準報告書 (SAS: Statements on Auditing Standards) 第58号によるものであっ
た。
1960年代後半から1980年代にかけては, コンチネンタル・ベンディング・マシン
(Continental Vending Mashine) 事件をはじめとする公認会計士に対する損害賠償請求訴訟が
多数提起され, 準大手監査法人であった Laventhol & Howarth 会計事務所が解散するなど会
計事務所受難の時代となった。これらの訴訟は, 監査人の実施する監査業務と財務諸表利用
者の監査に対する期待との間にギャップが存在することを浮き彫りにした。AICPAは, この
期待ギャップ (expectation gap) の解消を目的として, 1974年に Manuel E. Cohen を委員長
とする「監査人の責任委員会 (The Commission on Auditors’ Responsibilities)」(通称コーエ
ン委員会) を立ち上げ, 1977年３月に中間報告, 1978年に最終報告書 (The Commission on





















































places direct responsibility for financial statements
on management. The auditor’s responsibility is to audit the information and express an opinion
















































has been reflected in statutes requiring audits and in the
professional standards of auditors. (傍点：筆者)
35) Auditing Standards Executive Committee [1974] p. 88.
36) Committee on Auditing Procedure [1972] pp. 6 7.
37) Commission on Auditors’ Responsibilities [1978] p. 9 (鳥羽至英訳 [1990] 16頁)。
いるとあるように, 責任区分が財務諸表監査の本質に関わることの再確認が期待ギャップを
埋める一つの方策であることを主張している。ただ,日本では｢二重責任(dual responsibility)｣
という用語でほぼ統一されているこの内容が, 本報告書では, “division of responsibility” と
いう言葉で説明されている。先にも触れたように, いわゆる「二重責任」とは財務諸表監査
・・・・





の諸提案 (拒否されたものもある), 続いて, 経営者不正の発見に対する監査人の役割につ
いて勧告を行ったトレッドウェイ委員会 (Treadway Commission) 報告書 (Report of the
National Commission on Fraudulent Financial Reporting : 1987年公表) への対応として, AICPA
の監査基準委員会 (Auditing Standards Board ; ASB) は, 一連の新しい監査基準書 (SAS) を
1980年代後半に公表した38)。
















…監査対象の特定… These financial statements are the responsibility of the Company’s man-
agement. Our responsibility is to express an opinion on these financial statements based on our
audit.
38) O’Reilly et al. [1998] p. 4・3 (中央監査法人訳 [1998] 133頁)．
















一方, アメリカでは, 1988年の SAS第58号で経営者の財務諸表作成責任と監査人の意見
表明責任の区別に関する記載が要求されてからは, 監査報告書における記載の意味を簡単に
解説するのみで, それが財務諸表監査制度の根幹をなす基本的な原則であるとか, この原則
を「二重責任の原則」(principle of dual responsibility) ないし「責任区分の原則」(principle
of responsibility division) と呼ぶというように, とりわけて基本的な財務諸表監査上の概念
として扱ってきたわけではない。SAS第58号の発表以前も, “Montgomery’s Auditing” のよ
うに, 責任の区分について簡単に解説するだけであった。ただ, 例外的な取扱いとしては,
注24で示した1940年の Journal of Accountancy 誌の論説やコーエン委員会報告書, SAS第58
号などの財務諸表に対する経営者の第一次責任についての論述がある。






























































































































44) 山浦久司 [2008] 6 8 頁。






































































46) 高田正淳 [1980] 14 21頁。高田をはじめとする監査報告書の情報提供機能を重視する見解につい
ては, 拙稿 [2015] を参照されたい。








































このような形での監査報告書の情報化は, 昨今, IAASB や公開会社会計監督委員会
(Public Company Accounting Oversight Board : PCAOB) が提案している監査報告書の長文化,
監査報告書の変革にその可能性を見出すことができる。監査報告書における KAMや CAM























は, 本来, 財務諸表作成プロセスにおいて, 経営者が公表財務諸表の第一次的責任を負い,
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“The Principle of Dual Responsibility”
PARK Tae-Young
This paper discusses “the principle of dual responsibility,” one of the basic principles in audit-
ing theory.
“The principle of dual responsibility” assumes that financial statements are the responsibility
of the company’s management and that the auditor’s responsibility is to express an opinion on
the fair presentation of financial statements based on his or her audit. Actually, it means the
“division of responsibility.”
The expression “the principle of dual responsibility” seems to have taken root in auditing the-
ory texts in Japan from the 1960s. However, it is not apparent why “dual” responsibility is
refered to, instead of “division” of responsibility between management and the auditor. In addi-
tion, this expression is widely used in textbooks on auditing in Japan but it is not discussed as a
principle in American texts. What’s the difference between them?
As complications under current accounts, there are various issues concerning accounting esti-
mates and uncertainty of measurement. Management is required to use good judgment in the
selection and application of accounting principles. Shareholders and investors require the auditor
to provide much more information in the auditor’s report.
Whenever an auditor includes specific information on uncertainties in his report, it may be in-
consistent with “the principle of dual responsibility.”
What is the difference between Japan and the United States in relation to “the principle of dual
responsibility”? Is the provision of specific information on uncertainties in an auditor’s report
against “the principle of dual responsibility”?
That is the theme of this paper.
